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  前号までの全 3 回で、一般（公益）社団法人等の事

業承継の手法について解説しましたが、本号から全 2

回にわたり、同じく非営利法人である、特定非営利活動

法人（以下「NPO 法人」といいます。）の事業承継の手

法についてご紹介します。本号では、総論及び事業承継

の方法の一つである社員・理事の交代の手続について解

説します。 

 

◆ アウトライン 

1．総論《第 1回》 

（1）NPO法人の事業承継のニーズ 

（2）NPO法人の特色 

（3）NPO法人の機関 

（4）事業承継の手法 

2．社員・理事の交代《第 1回》 

（1）概要 

（2）メリット 

（3）デメリット 

（4）小括 

3．合併《第 2 回》 

（1）概要 

（2）合併の手続 

（3）合併のメリット・デメリット 

4．事業譲渡《第 2回》 

（1）概要 

（2）事業譲渡の手続 

（3）事業譲渡のメリット・デメリット 

 

１．総論 

（1）NPO法人の事業承継のニーズ 

  NPO 法人は、「特定非営利活動法人促進法」（以下

「NPO 法」といいます。）に基づいて設立される法人で

す。NPO 法は、1995 年 1 月に発生した阪神・淡路大震

災を契機として、特定非営利活動を行う団体に法人格を

付与すること等により、ボランティア活動をはじめとす

る市民の自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の

健全な発展を促進することを目的として制定・施行され

ました。 

NPO 法施行から 20 年以上が経ち、設立された NPO 法

人の数は 5 万件を超えましたが、代表者の高齢化が進

んでいます。NPO 法人を対象として 2018 年に実施され

たアンケート調査によれば、代表者の年齢は 60 歳以上

と回答した法人が 71.3%で、60歳以上の代表者の 80%以

上が代表者交代の意向を有しています。一方で、代表者

交代に向けた準備はあまり進んでいないと回答した法人

が 60.2%に上っており、活動の継続が困難となる法人も

相当数生じるものと懸念されています1。 

（2）NPO法人の特色 

NPO 法人は、株式会社や持分会社と比較して、以下の

ような特色を有しています。 

まず、NPO 法人は、「営利を目的としない」団体でな

ければなりません（NPO 法 2 条 2 項 1 号）。そのため、

NPO 法人は、株式会社における株式のような持分を観念

することできず、社員に対する配当や解散後の残余財産

の分配を行うことができません。解散後の残余財産の帰

属先は、他の NPO 法人、国又は地方公共団体、公益社

団法人又は公益財団法人、学校法人、社会福祉法人、更

生保護法人のいずれかから選択しなければならないとさ

れています（NPO法 11条 3 項）（非営利性）。 

 また、NPO 法人は、不特定かつ多数の者の利益、すな

わち公益の増進に寄与することを目的としなければなり

ません（NPO 法 2 条 1 項）。そのため、法人の構成員

である社員の資格の得喪に関して、不当な条件を付して

はならないとされており（NPO 法 2 条 2 項 1 号イ）、

基本的には、一般の人が誰でも社員となれるような設計
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になっています。さらに、役員の資格についても、公益

性を確保するため、親族等の排除（NPO 法 21 条）や、

報酬を受ける役員の数の制限（NPO 法 2 条 2 項 1 号

ロ）などのルールが定められています（公益性）。 

 以上のような NPO 法人の特色により、NPO 法人の事

業承継の手法は、株式会社や持分会社などと比較して相

当程度限定されます。 

（3）NPO法人の機関 

NPO 法人の構成員は、法令上「社員」と呼びます。

NPO 法人の社員の定数は、10 人以上とされており

（NPO 法 12 条 1 項 4 号）、設立時だけでなく、常時必

要とされています2。 

また、NPO 法人は、社員全員で構成される社員総会、

3 人以上の理事、１人以上の監事を必ず置かなければな

りません（NPO 法 14 条の 2、15 条）。理事会は、必置

の機関ではありませんが、実務上、定款により設置され

るのが一般的です。 

理事の権限に関しては、社員総会の決議事項とされて

いる定款の変更、解散の決議、合併の決議以外の事項に

ついては、定款の規定により理事その他の役員に委任で

きますが（NPO 法 14 条の 5）、理事の代表権は、定款

をもって制限することができるとされています（NPO 法

16 条但書）。そのため、理事の権限の幅は、定款の規

定により柔軟に設計することが可能となっています。実

務上は、理事のうち 1 名が代表者として選任されて、

その他の理事の代表権は制限されるのが一般的です。 

（4）事業承継の手法 

前述のとおり、NPO 法人は、株式のような持分を観念

できませんので、株式譲渡のように持分を譲渡する方法

によって事業を承継することができません。 

そのため、NPO 法人の事業承継の手法としては、①社

員・役員の交代、②合併（NPO 法 33 条）、③事業譲渡

のみが考えられます。 

 

2．社員・理事の交代 

（1）概要 

社員・理事の交代は、合併や事業譲渡のように、NPO

法人の事業を別の法人に承継させるのではなく、既存の

社員・理事を入れ替える方法により事業承継を実現する

手法です。 

NPO 法人の意思決定は、定款により社員総会又は理事

会に委ねられますが、定款において社員総会又は理事会

の決議は過半数で行うとされている場合は、社員・理事

の過半数を入れ替えることで、事業を承継する者に NPO

法人の支配権を移譲することができます。 

なお、この手法による場合、既存の社員の脱退や理事

の辞任、新しい社員の加入や理事の選任に伴い、所轄庁

への届出や変更の登記が必要になりますので、留意が必

要です。 

（2）メリット 

社員・理事の交代による場合のメリットとしては、

NPO 法人がその事業を行うために有している許認可等を、

あらためて取得する必要がないという点が挙げられます。 

事業譲渡による事業承継の場合は、譲渡主体となる

NPO 法人が有していた許認可等は、譲受主体には承継さ

れませんので、譲受主体が同じ許認可等を有していない

限りは、あらためて取り直す必要がありますが、社員・

理事の交代による事業承継の場合は、当該 NPO 法人の

法人格がそのまま維持され、その権利・義務の移転は生

じませんので、許認可等の承継の有無は問題となりませ

ん。 

（3）デメリット 

ア 理事の選任に関する問題 

社員・理事の交代による場合のデメリットとしては、

事業の譲受主体が NPO 法人の意思決定を支配できる状

態を確実に実現できるわけではないという点が挙げられ

ます。 

株式会社の事業承継の場合は、事業の承継主体が当該

会社の支配株主であれば、株式譲渡と組み合わせること

で、事業の譲受主体が当該会社の意思決定を支配できる

状態を作ることができます。 

一方で、NPO 法人においては、前述のとおり、社員の

資格の得喪に関して不当な条件を付してはならないとさ

れており、理事の推薦がないと入会させないような規定

は不当な条件にあたると考えられますので3、特定の者

のみを社員とすることができません。 

また、理事の選任は、重要な事項であるため、定款の

規定により、社員総会の決議をもって行うこととされて

いるのが一般的ですが、事業の譲受主体が理事になるこ

とに反対する者が社員に含まれている場合は、たとえ現

在の代表理事が特定の人物に事業を承継したいと考えた

としても、社員の反対により、理事の選任が否決される

場合があります。 

さらに、NPO 法人の役員の資格については、前述のと

おり、親族等の排除が定められているところ（NPO 法

21 条）、それぞれの役員について、その配偶者若しく

は 3 親等以内の親族が一人を超えて含まれてはならず、

また、当該役員並びにその配偶者及び 3 親等以内の親

族が役員の総数の 3 分の 1 を超えて含まれてはいけな

いため、新しい理事の人選にあたっては、かかる要件に

反しないかの検討も必要となります。 

イ 理事の権限に関する問題 

また、社員・理事の交代による事業承継の場合、その

NPO 法人において、理事の権限がどのように設計されて

いるかの確認も重要となります。 
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前述のとおり、NPO 法人では、定款により役員の権限

の幅を柔軟に設計することが可能であるところ、理事会

が法人の意思決定を主導する型（理事会主導型）か、社

員総会が意思決定を主導する型（社員総会主導型）かで

理事ができることは大きく異なります。理事会主導型の

場合は、事業計画や予算の決定、資産の管理、借入れ、

事務局の組織・運営などを理事会が決議できる旨などが

定款に規定されますが、社員総会主導型の場合は、これ

らの事項の決定を社員総会の決議に委ねられ、理事会は

総会に付議すべき事項や社員総会から決議を委ねられた

事項のみを決議する旨が規定されます4。 

したがって、事業の譲受主体が NPO 法人の運営に積

極的に関わっていきたいと考える場合、理事会主導型で

あれば、理事会の過半数を確保するだけで、その法人の

意思決定を支配することが可能ですが、社員総会主導型

の場合は、社員総会の過半数を確保しなければ、実際上、

法人の意思決定を支配することができません。 

（4）小括 

以上のとおり、社員・理事の交代による事業承継の場

合は、あらためて許認可等を取得する必要がないなど、

事業の継続性を維持しやすいというメリットがある一方

で、事業の譲受主体が NPO 法人の意思決定を支配する

ことが難しい場合があるというデメリットがあります。 

したがって、事業の譲受主体が社員の賛同を得られる

人物かの見極めや、事業の譲受主体の考えと NPO 法人

の設計との間にミスマッチがないかの確認が重要です。 

以 上 
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